
1．株主議決権⾏使の⽬的

アセットマネジメントOne株式会社（以下、「当社」という）は、お客さまと社会に貢献する資産運用会社として適切なスチュワードシッ
プ活動を⾏い、社会の資源が最適に配分されることを促すことで、経済 社会の健全な発展に貢献したいと考えています。

当社は、スチュワードシップ責任を果たす上で、株主議決権⾏使を最も重要な取組みの⼀つとして位置付けています。実際の議決権⾏使に
当っては、企業に対し、中⻑期的な株主利益の最⼤化を⽬的とした経営を⾏うよう強く求めるとともに、適切なガバナンスの下、環境 社
会にも配慮した健全な企業⾏動を促します。

2．利益相反の管理態勢

上記の議決権⾏使の⽬的を達成する上で、親会社等の利益相反のおそれのある対象先の議決権⾏使については、適切な⾏使判断および管理
を⾏う態勢を構築します。

具体的には、経営政策委員会として設置された「責任投資委員会」が議決権⾏使をはじめとしたスチュワードシップ活動全般を統括すると
ともに、利益相反の適切な管理を⾏います。責任投資委員会は、運用本部⻑を委員⻑、リスク管理本部⻑等を委員とし、経営企画 営業部
門から独⽴した資産運用部門において審議を尽くし、責任投資を推進します。監査等委員が責任投資委員会に出席するなど、適切な牽制態
勢を構築します。

この責任投資委員会では、利益相反等の観点で最も重要な議案および議決権⾏使ガイドラインの制定 改廃等の審議を⾏うとともに、ス
チュワードシップ責任の履⾏状況の評価 ⾒直しや投資先企業との対話（エンゲージメント）等、スチュワードシップ活動全般に関する事
項について審議、報告を⾏います。

親会社等、利益相反の観点で最も重要な会社の議案については、独⽴した第三者である議決権⾏使助⾔会社に当社ガイドラインに基づく助
⾔を求め、独⽴社外取締役が過半を占める議決権⾏使諮問会議に諮問し、責任投資委員会にて審議した上で適切な⾏使判断を⾏います。そ
の⾏使結果については、取締役会および監査等委員会に報告することによって、モニタリングする態勢を構築しております。

責任投資委員会の下部組織として、「議決権⾏使部会」を設置し、個別議案（責任投資委員会で審議対象とする「利益相反等の観点で最も
重要な議案」を除く）について、適切な議決権⾏使を⾏います。なお、議決権⾏使部会で審議された議決権⾏使結果については、責任投資
委員会へ報告されます。

3．議決権⾏使の考え⽅

（1）基本的な考え⽅

議決権⾏使に当たり、上記「株主議決権⾏使の⽬的」を達成し、投資先企業における適切なコーポレートガバナンスを促すため、下記の
通り議決権⾏使基準を定めます。

また、中⻑期的な株主利益に適った実効性のある議決権⾏使基準となるよう、経済 社会の変化に合わせて、議決権⾏使基準を適宜⾒直
して参ります。

（2）エンゲージメントとの関係

当社では議決権⾏使の判断に当たり、単に形式的な判断基準に留まることなく、投資先企業との建設的な対話（エンゲージメント）に基
づき、賛否判断を⾏うことを重視します。当該対話に基づく議案判断を⾏う場合、責任投資委員会または議決権⾏使部会において重要な
議案として審議され、適切に⾏使判断を⾏います。

また、コーポレートガバナンスに関して、議決権⾏使基準として画⼀的な基準を設けることが相応しくない課題等については、投資先企
業との建設的な対話（エンゲージメント）による解決を⽬指します。

（3）議決権⾏使のプロセス

当社では議案種別ごとに定めた議決権⾏使基準に基づき、公正に議案判断を⾏います。ただし、法令違反等の不祥事や株主資本効率が低
位にある場合など、コーポレートガバナンスに課題が生じている企業の議決権⾏使については、株主利益の中⻑期的な最⼤化を図る上
で、慎重な判断を⾏います。この場合、予め対象銘柄のスクリーニングを実施し、責任投資委員会または議決権⾏使部会において、重要
な議案として適切な審議を⾏う態勢を構築しております。また、必要に応じて企業との対話（エンゲージメント）を実施し、適切な議案
判断を⾏います。

4．議決権⾏使基準

当社は議案種別ごとに議決権⾏使基準を定めております。主に、以下のような観点から議案の判断を⾏います。詳細は国内株式の議決権⾏
使に関するガイドラインおよび議案判断基準（PDF）をご参照ください。

なお、当社の国内株式の議決権⾏使基準について、現在、改定を検討しております。
詳細は国内株式の議決権⾏使基準の改定案について（PDF）をご覧ください。

会社情報トップ

アセットマネジメントOneに
ついて

運⽤について

責任投資への取り組み

アセットマネジメントOneの責
任投資

スチュワードシップ活動

エンゲージメント

議決権⾏使

グローバルの取り組み

ESGインテグレーション

ESGコラム

フィデューシャリー・デュー
ティーへの取り組み

ニュースルーム

会社に関する公告

⽅針

公式アカウント

採⽤情報

議決権⾏使における考え⽅等について

【参考資料3-1】



外国株式の議決権⾏使については、各国の法制度 時間的制約などを踏まえ、適切に対応いたします。
詳細は外国株式の議決権⾏使に関するガイドライン（PDF）をご参照ください。

また、不動産投資信託の議決権⾏使についても、株式議決権⾏使と同様に適切に対応いたします。
詳細は不動産投資信託の議決権⾏使に関するガイドラインおよび議案判断基準（PDF）をご参照ください。

5．議決権⾏使指図結果

2019年5〜6⽉および2018年7⽉〜2019年6⽉⾏使指図結果（PDF）

2018年5〜6⽉および2017年7⽉〜2018年6⽉⾏使指図結果（PDF）

2017年5〜6⽉および2016年10⽉〜2017年6⽉⾏使指図結果（PDF）

6．議決権⾏使指図結果 個社別開⽰

「2019年度 ⾏使結果」

2019年4⽉〜2019年6⽉⾏使結果（PDF）

2019年7⽉〜2019年9⽉⾏使結果（PDF）

「2018年度 ⾏使結果」

2018年4⽉〜2018年6⽉⾏使結果（PDF）

2018年7⽉〜2018年9⽉⾏使結果（PDF）

2018年10⽉〜2018年12⽉⾏使結果（PDF）

2019年1⽉〜2019年3⽉⾏使結果（PDF）

「2017年度 ⾏使結果」

2017年4⽉〜2017年6⽉⾏使結果（PDF）

2017年7⽉〜2017年9⽉⾏使結果（PDF）

2017年10⽉〜2017年12⽉⾏使結果（PDF）

2018年1⽉〜2018年3⽉⾏使結果（PDF）

投資信託に関するお問い合わせはコールセンターまでお電話ください

0120-104-694
受付時間は営業⽇の午前9時〜午後5時です

当社では、サービス向上のため、お客さまとの電話内容を録⾳させていただいております。あらかじめご了承ください。
当社は録⾳した内容について、厳重に管理し適切な取り扱いをいたします。 

よくあるご質問はこちら




